平成　　年　　月　　日

従業員の皆さまへ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
マイナンバー制（番号法）の実施とそれに伴うお願い
　皆さまご存じのとおり、マイナンバー制（番号法）が平成２８年１月より実施されることになり、日本に住み、住民登録している国民や外国人の方々全員（赤ちゃんから大人まで）に、マイナンバー（個人番号）が付されることになります。
　実施に伴い、本年１０月より従業員の皆さまに「個人番号の通知」が郵送されます。
　今後は従業員の皆さまにマイナンバーに関して種々のご協力をいただく必要がありますので、下記についてお知らせをいたします。
１．マイナンバー制について

（１）マイナンバー制とは

　①　概　要

　　　マイナンバー制とは、税金や社会保障、大災害時の支援などの際に、国民の生活に資するためなどに実施されるものです。そしてこの制度は、その範囲が拡がり、皆さんの生活や会社になくてはならない制度となることが予測されます。

　②　会社の責任と管理責任

　　　会社は、来年１月以降の税務や社会保険などの手続きの際に、皆さまの個人番号を記載することが必要なケースが生じ、そのため皆さまの「個人番号」を把握することが不可欠となります。

　　　皆さまの大切な「個人番号」をお預かりするに当たり、会社はその管理には万全を期し、漏えいを防止し、目的以外には使用しません。

（２）個人番号の通知について

　　　本年１０月から皆さまやご家族に「個人番号亅の通知カードが簡易書留で随時郵送されることになっています。（送付先は、住民票住所で同一世帯はまとめて送られてきます。）
２．皆さまへのお願い

（１）今一度、住民登録の確認を
　　　個人番号の通知は、皆さまの住民登録された住所地に送付されますので、正しく住民登録されているかなどを確認し、必要に応じて住所変更などの手続きを行ってください。

（２）遠慮なく相談を

　　　質問やお問合せ、相談などがありましたら、遠慮なく担当部署までご連絡ください。

３、今後について

　①　就業規則等の変更など

　　　番号制の導入に伴い、当社の就業規則等の変更が必要になる場合がありますので、ご協力をお願いいたします。

　②　個人番号通知後には、所定の報告用紙の配布等を行いますので、１０月以降に個人番号の通知カードが届きましたら、所定の方法で扶養家族を含めて報告をお願いします。
　　(本人確認として免許証やパスポートなどを拝見させていただくことがあります。)
　③　今後も新たな情報を随時お知らせ

　　　政府からの新たな方針や運用の発表があり、皆さまにお知らせすべき事項がある場合には、別途お知らせやお願いをすることがありますので、よろしくお願いいたします。

※　法人等の実態や今後の実施により、内容が変更されることがあります。
